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教育・研究報告
関西大学への BYOD の導入について
稲葉　大 ・ 柴田　一 ・ 保田時男
1．はじめに
　大学における BYOD（BringYourOwnDevice）とは、学生の私物パソコンを教育に利
用することである。その目的は大きく 2 つあると考えられる。ひとつには、旧来のパソコン
教室のように、パソコンおよびそれらの維持管理システムを大学側で用意すると、大学側に
とって大変な費用負担になるため、コスト削減のためである（なお、パソコンのないパソコ
ン教室については、『関西大学インフォメーションテクノロジーセンター年報　創刊号』
（2010）［1］の巻頭言で著者の一人である柴田が言及している）。
　もうひとつは、2012年 8 月28日の中教審の答申『新たな未来を築くための大学教育の質的
転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～』で言及されている、
学生の学修時間確保のためである。というのは、この答申では、世界的に見て日本の大学生
の学修時間が少ないことが指摘されており、そもそも大学の授業とは、 1 回90分の授業に対
して、事前学修90分、事後学修90分、合計270分学修することで単位とみなすとしている。つ
まり、授業の空き時間等を利用して、パソコン設備のない教室等でも、授業の事前・事後学
修ができる環境を構築するためである。
　本稿は、国内外の大学におけるBYODについての現状を紹介したうえで、関西大学のよう
な大規模大学にBYODを導入する場合の課題について検討する。第 2 節では、大学における
BYODに必要な 4 つの環境を紹介し、日本の大学における現状を紹介する。第 3 節では、海
外の大学におけるコンピュータ環境の事例として、イギリス・カンタベリーにあるケント大
学（University ofKent）における PC 環境および BYOD 環境をまとめた。第 4 節におい
て、報告される BYOD の導入事例の多くが中小規模の大学や特定の学部である中において、
BYOD を関西大学に導入する場合の課題について検討する。
2．BYOD 実践のための環境と現状
　BYOD を実践するために、一般的には大きく次の 4 つの環境が必要になると考えられる。
　 1 ．すべての学生にノートパソコンを持って来させること。
　 2 ．そのパソコンには Office ソフトがインストールされ、さらにウイルスチェックソフト
等のセキュリティ対策が施されていること。
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　 3 ．パソコンのトラブル時のサポート体制が整っていること。
　 4 ．すべての教室およびコモンエリアで無線 LAN が利用できること。
　これら一つひとつについて検証していくと、まず、1 ．については、関西大学において2013
年 6 月26日～2013年 7 月13日に全学生を対象に実施したアンケート（全学生数28,325名のう
ち2,000名をサンプリング、うち回答は451名、詳細は、関西大学インフォメーションテクノ
ロジーセンター年報　第 4 号（2013）［2］参照）によると、当時でも回答者の91％がパソコン
を所有しており、全体の76％がノートパソコンを所有していた。また、別の調査では、パソ
コン購入のきっかけとして、大学入学時というのが高い比率を占めていることや、いくつか
の大学ではBYODを「必携パソコン」などと呼んだり、パソコンを所有することを前提とし
ていたりするところもあることから、学生全員にノートパソコンを持たせるというのは非現
実的な話ではないと考えられる。
　次に、 2 ．については、上記アンケートで、学生がパソコンで使用しているソフトはWord
（94%）、Excel（68%）、PowerPoint（56%）であることから、Office ソフトは必須である。
数年前まで学生の私物パソコンに Office ソフトをインストールさせようとすると、マイクロ
ソフトに対して学生数に応じたライセンス料を支払う必要があり、関西大学の場合、追加で
年間約 8 千万円の追加料金が必要との見積もりがあり（それでもやる価値はあると個人的に
は主張していたのであるが…）、大学の了解が得られなかった。しかしながら、最近マイクロ
ソフトの方針が転換し、早稲田大学でも採り入れられているが、教育機関向けに新たに用意
された Office365の契約により、教職員全員が包括契約で OfficeProPlus を保有している場
合に有効な「StudentAdvantage」という特典の活用により、学生はOffice365ProPlus を
追加費用なしに利用できるようになった。関西大学でも、このサービスを去る2016年 3 月 1
日から開始した。
　ウイルスチェックソフトについては、教員組合事項でも採り上げられたり、ITセンターに
も毎年要望が寄せられたりしているが、以前の Office ソフトと同じような状況で、大学側で
追加ライセンス料を負担する見込みは現在のところない。
　 3 ．については、金沢工業大学では古くから、また最近では多くの大学でコールセンターや
サポートセンターがあり、また、必携パソコンを販売する大学生協でまかなったりしている
大学もあるが、やはり、これにも予算が絡むため、新設とはなかなかいかない場合が、関西
大学も含め多いと考えられる。このような場合には、これも最近どの大学でも普及している
コモンズで、情報系や理工系の学生スタッフを利用するのが、大学にとっても、スタッフを
含めた学生にとっても最善策であると思う。
　 4 ．については、これも最近ではどの大学でも必要とされているインフラであり、整備され
ている大学も多いと思われるが、ここではさらに進んで、前述の中教審の答申に対応するた
めに、玉川大学や東京電機大学のように、食堂などにデジタルサイネージで事前・事後学修
ができる空き教室情報を表示することが切望される。
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　最後に、BYODを取り巻く環境で注意すべき点が 2 点ある。 1 つは、学生のパソコン離れ
が進んでいることである。学生が利用・所有する情報端末が、もはやパソコンではなく、ス
マートフォンやタブレットにシフトしているのである。このことは、情報リテラシー教育に
おいて、かつてパソコンの基本的な利用実習が盛んに行われていたが、最近では、もはやこ
の領域にあらずということで、情報モラル、セキュリティ、プログラミングが注目されてい
る。一方で、企業側から、最近の新入社員はパソコンが使えないと苦言を呈されているとい
うジレンマに陥っている。
　また、Office365を始め、パソコンの利用環境とクラウドとは、切り離して考えられなくな
っていることにも注意しなければならない。
3．海外の事例：University of Kent（UK）における PC 環境および BYOD 環境
　本節は、イギリス・カンタベリーにあるケント大学（University ofKent）における PC
環境および BYOD環境をまとめたものである。ケント大学では、授業でも使う PCルームの
他、StudyHubと呼ばれる共有スペースにて、複数台のデスクトップ・パソコンが24時間365
日提供されている。
3.1. 大学が提供する PC 提供環境
　ケント大学では、大きく分けて PCルームと StudyHub と呼ばれる二つの形で学生が自由
に使える PC 環境を提供している。PC ルームと StudyHub における PC 台数および地図に
ついては、表 1 にまとめている。
　PC ルームは授業でも利用する目的で用意されたものである。図書館および各カレッジ
（Cornwallis,Darwin,Eliot,KeynesandRutherford）にて、すべての学生に提供されてい
る。デスクトップが中心だが、ラップトップの貸し出しと学習スペースが用意されている場
合もある。Cornwallis、Eliot、Keynes のカレッジでは、授業が行われる時間以外はカレッ
ジの開館時間の間は開放されている。
　StudyHubは、Oaks、NickleCourt、Parkwood、Rutherford、TylerCourt の五箇所に
て 1 年中休みなく提供されている共有スペースである。KentOne カードと呼ばれる ID カー
ドによって利用可能となっている。24時間提供されている場所と、大学寮に住む学生にのみ
24時間提供され、その他の学生には利用時間が限定されている場所とがある。図 1 の二枚の
写真は、Keynes カレッジに近い Oaks の写真である。
3.2. ケント大学における BYOD 環境
　ケント大学では、無線 LAN ネットワーク［3］として、Kent 大学の IT アカウントを持つ学
生に、eduroam ネットワークを提供している。またアカウントを持たない visitor には The
Cloud と呼ばれる PublicWi-Fi および、eduroam アカウント所有者には eduroam が提供さ
－ 6－
表 1 　Kent 大学の学生向け PC 提供環境
各学舎の名前 PC ルームまたは StudyHub PC 数 開館時間
Cornwallis CornwallisPCRoomCCo1 20 8am-6pm
CornwallisPCRoomCCo2 32 8am-7.30pm
CornwallisPCRoomCCo4 20 8am-6pm
CornwallisPCRoomSE104 14 8am-7.30pm
Darwin DarwinPCRoom2（A4.2） 36
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
DarwinPCRoom1（A3.7） 8
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
Eliot EliotPCRoom2 74
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
EliotCollege,Corridor 22
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
Keynes KeynesPCRoom1 39
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
KeynesPCRoom2 12
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
Library LibraryL2EastQuiet 83 図書館の開館時間
LibraryL4EastSilent 85
LibraryL2CentreQuiet 13
LibraryL3TR301Quiet 14
LibraryL1EastSocial 8
LibraryL3WestQuiet 36
Oaks OaksStudyHub 91 24時間365日
Parkwood NickleCourt 14 24時間365日
ParkWood studyhub 29 24時間365日
Rutherford RutherfordPCRoom1 22
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
RutherfordPCRoom2 23
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
Rutherford social learninghub 6
7am-12midnight
（寮の学生には24時間）
TylerCourt TylerCourtA 17
8am-6pm
（寮の学生には24時間）
図 1 　PC ルームと StudyHub（著者撮影）
れている。外部からのアクセスは VPN を提供している。その他、 1 GB の file storage が提
供されている。
－ 7－
関西大学 ITセンター年報 第 6 号（2015）
3.3. BYOD におけるセキュリティ対策
　学生・職員・来校者が所有する個人端末を利用する場合、ケント大学の ITregulations［4］
を守ることを義務付けている。特に “Regulations for theUseofComputers&Mobile
DevicesNotOwnedand/ormanagedby theUniversityandConnected to theUniversity
ofKentNetwork［5］” において、接続方法は、VPN 接続、wireless ネットワーク利用、ケー
ブル接続利用、USB メモリのような flashdrive 利用など対象としている。そこではmobile
device を持ち運び可能で、データの移行が可能なものと定義したうえで、持ち込みの持ち込
みcomputerやmobiledeviceユーザの責任を明確化している。具体的には、以下の 3 点（抄
訳）である。
　 1 ．大学ネットワークへの接続は、ユーザの責任で行う。持ち込み computer や mobile
device を大学ネットワークへ接続することから、直接的・間接的によって生じるよう
な、当該 device へのあらゆる損失、損害、不利益はすべてユーザにあり、大学は責任
を負わない。
　 2 ．持ち込み computer や mobiledevice を大学ネットワークへ接続することから生じる
device のハード面およびソフト面の不具合について、大学は一切の責任を負わない。
　 3 ．持ち込み computer や mobiledevice を大学ネットワークへ接続することから生じる
どのようなデータの損失、セキュリティまたはプライバシー機構への不具合について、
大学は一切の責任を負わない。
　また、持ち込み computer や mobiledevice を利用する場合に生じる保護必要情報に関し
て、以下の 3 種類のリスク解説を行い、ユーザがすべき対応を紹介している。
　　◦機密性：アクセス権限のない者へのデータの公開。
　　◦完全性：不正な悪意または事故によるデータの破損または変更。
　　◦安定供給のリスク：データの目的通りの利用を不可能にする。
　さらに、ユーザの持ち込みデバイスにおけるセキュリティの確保のために、持ち込み
computer やmobiledevice ユーザが従うべき項目を明記している。特に、ウイルス対策ソフ
トを入れることを義務付け、パソコンや携帯端末においてのセキュリティ対策の案内および、
フリーのウイルス対策の導入案内などを提供している。そのほか、持ち込み computer 等を
Wi-Fi アクセスポイントとして利用することを禁止している。ネットワーク運営を阻害する
ような行為について、悪意の有無にかかわらず、一時的または恒久的にアカウント停止措置
を取ることを述べている。
3.4. 個人端末での利用可能ソフトウェア
　個人所有端末で利用できるソフトウェアを表 2 にまとめた。
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3.5. プリント環境
　プリント用のクレジットは、オンラインで購入できる。また E-mail または USB メモリ、
web 経由でオンデマンド印刷を提供することで、mobiledevice ユーザにも印刷環境を提供
している。
4．関西大学における BYOD 導入の課題
4.1. BYOD 導入の現況
　ここでは、BYODを特に関西大学のような大規模大学に導入する場合の課題について検討
する。授業や研究に、学生の私物の情報端末（主にノートパソコンを想定）を持ち込むBYOD
の可能性は、現在では広く認められており、日本でも2010年頃から導入の成功事例が報告さ
れることが徐々に増えてきた。その主なねらいは、大学での授業・研究と日常での学習活動
が断絶しない環境づくりであり、技術的なハードルも下がっていることから注目度が増して
いる。しかしながら、報告される事例の多くは中小規模の大学や特定の学部に限ったもので
あり、関西大学のような大規模総合大学で想定される状況とは大きな違いがある。例外的に
大規模な導入事例としては、2013年の九州大学での全学導入事例が有名で、参考になる。し
かし、その場合でも学部学生は12,000人程度であり、28,000人程度の学部学生を擁する関西
大学の半数以下にとどまる［6］。
　九州大学が2013年に全国の国公私立大学および公的研究所1,230機関を対象に実施した「ア
カデミッククラウド環境構築に係るシステム調査」では、クラウド環境構築との関係でBYOD
の現況についても調査されている（国立大学法人九州大学2014［7］）。黒崎（2015）［8］はこの調
査報告を基にして授業へのBYOD導入の一般的な状況や課題を整理している。まずこの整理
を概観しよう。
　2013年での状況ではあるが、「BYOD の全学的な検討は進んでおらず、進展したとしても
表 2 　大学で提供されているソフトウェア
種別 利用可能ソフトウェア
大学コンピュータで利用可能なもの ClaroRead
Workrave
VisualStudio
Sigmaplot（Windows）
MATLAB（WindowsorMac）
図書館にて一時的に
ディスク貸し出されるもの
Arcrview（Windows）
Maple（all operating systems）
Minitab（Windows）
Nvivo（Windows）
SAS（Windows）
SPSS-PASWStatistics（Windows/Mac）
オンラインで利用可能なもの Microsoft software（割引で購入可能）
Anti-virus andmalware software
（フリーソフトの提供と導入指導）
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当面は現有学生端末数を維持する大学が多い」とされている。全学的なBYOD推進がなされ
ている機関は8.8％にとどまり、BYOD が「大きな潮流」になることは当面ないと見られて
いる。また、BYOD導入後にこれまでの学生用端末をゼロにする機関は1.3％しかなく、BYOD
による「コスト削減」の期待も主流となっていない。関西大学でのBYOD導入はまだ検討の
端緒にあり、従来の端末を削減する目途もないが、この状況は非常に一般的なものであるこ
とが改めて確認できる。
　その中で、BYODを推進するか否かの判断にあたっては、主に 3 つの側面の検討が必要で
あると黒崎（2015）はまとめている。簡略化すると次のとおりである。
　 1 ）BYOD を具体的にどのような授業・研究スタイルで活用するのか、教育の問題。
　 2 ）情報端末の管理責任や所有者責任の所在をどう規定するか、運用の問題。
　 3 ）私的情報端末を用意できない学生への対応をどうするか、運用の問題。
　関西大学の場合で考えるならば、1）の問題は殊さらに大きいと考えられる。全学的な導入
を前提にするならば、多様な学部間で想定する授業スタイルの合意形成を図ることは非常に
困難であろう。2）に関してもなかなか難しい問題がある。BYODで用いられるのは私的情報
端末なので、基本的に管理責任や所有者責任は学生個人に委ねられるはずであるが、その端
末を用いて学内で問題行動を起こした場合や、逆に大学での授業活動が原因で私的情報端末
にトラブルが生じた場合など、問題は単純ではない。特に関西大学のような規模の組織では
部局間での調整に時間を要するであろう。3）については特に高いスペックを要求しない限り
は経済的に端末を用意できない状況は想定しにくい。ただし、BYODを義務化する場合、従
来は大学で用意していたはずの設備の負担を転嫁しているとみなされる可能性もある。
4.2. 成功事例と関西大学の状況の対比
　次に、BYODの成功事例報告から関西大学との状況の違いをより具体的にピックアップす
ることを試みる。ここでは、嘉悦大学での導入報告［9］を参考に取り上げる。この事例では、
アクティブラーニングを主眼とした極めて明確な教育目標が設定され、クラウドサービスと
BYODを一体の方針のもとに導入・活用している。文面を読む限りでは非常に理想的な成功
事例である。しかしながら、学年定員が計400名の二学部（いずれも経済・経営系）の大学と
関西大学のような大規模大学では、かなり状況が異なる。順に整理していこう。
　まず、この事例ではデジタルネイティブ世代の学生が一定の ICTリテラシーを身につけて
いる一方で、単純な操作スキルを越えた実践的な問題解決への ICT 活用能力が低いことを
PISA のデジタル読解力調査などから確認している。この知見を基盤に、ICT の操作スキル
ではなくより実践的な「大人としての ICTリテラシー」を教育することを目標に掲げている。
　この点に関しては、関西大学の学生が置かれている状況と大きな違いはないように思える。
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ただ「大人としての ICTリテラシー」で具体的に思い浮かべられる実践が学部間で大きく異
なることが予想される。そのため、必要とされる端末のスペックにとどまらず、そもそも
BYOD を望ましいと感じるか、従来型の PC 教室を望ましいと感じるかといった点から齟齬
が大きいという問題があるであろう。同様に大規模な総合大学である九州大学の導入事例で
も、通常の部局代表者の会議ではなく、推進者が19の部局を直接回って説明した、という苦
労が示されている［10］。
　嘉悦大学の事例では、PC 教室で環境を統一することに一定の意味を認めつつも、経年劣
化の問題やシステム運用の負担が小規模大学にとっては過剰な負担になること、また学内で
しか通用しないバッドノウハウが生じることなどから、デメリットの方が大きいと判断して
いる。実際に、PC 教室を全廃し、代わりにアクティブラーニングに適した教室を整備した
という。
　この点も関西大学では大きく状況が異なる。まず学内のシステム運用の負担は同様に大き
いが、小規模大学に比べるならば当然効率が高くなるため、コスト削減の恩恵は相対的に小
さくなる。また、難しい問題は IT センターを全学的に共有しており、また各学舎に配置さ
れている教室も特定の学部の授業で占有されているわけではなく、共通教養科目などでも活
用される。このため、仮に特定の学部で PC 教室の削減（あるいは全廃）が望ましいと判断
されても、容易に改修には踏み切れない。また、PC 教室をアクティブラーニング教室に改
修するといった場合、担当部局が異なってくる。逆にいえば、BYODを導入するならば全学
的な取り組みの必要性が高くなる。
　嘉悦大学では、2001年の 4 年制開学以来、学生のノートパソコン所有自体は初めから義務
化されていたが、実際的に活用できていなかった。しかし、クラウドの導入と一体で、BYOD
を前提とするように ICT科目を大きく改変したことによって、状況はまったく変わった。 1
年生では週 3 日程度ノートパソコンを持ってくる学生が主流で、 2 ～ 4 年生ではほぼ毎日持
ってくる学生とあまり持ってこない学生に二分されるという。週 3 日以上持ってくる学生が
6 割以上いるという状況は十分に成功しているといってよいだろう。
　関西大学の場合でも、まずBYODの前提としてノートパソコンの所有を義務化することは
当然必須となるはずである。しかしながら、先述したとおり、これは学生への負担の転嫁と
みなされる面もある。実際的に、学費との関係等をどう考え、全学的にどう足並みを揃える
かはそう簡単な問題ではないだろう。また、BYODはクラウドの導入との親和性が高い。こ
のことは関西大学においても同様であるが、既存の学内システムからクラウドへの移行のコ
ストがどうしても大きくなることは否めない。
4.3. 検討作業の端緒
　以上のように、関西大学のような大規模大学では総じて中小規模の大学に比べると BYOD
導入のハードルが高いと考えられる。特に技術的な問題以外の面に目を向ける必要がある。
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私見ではあるが、次の 2 点の単純なことから検討作業を始めることが現実的ではないかと思
われる。
　第 1 に、ノートパソコンの所有を義務化する筋道を検討するべきである。これはBYOD以
前の問題として、大学に持ってこずともまず所有していなければ話が始まらない。特に、ス
マートフォンの普及によりパソコンの利用率が下がっている現在、何らかの強制的な歯止め
が早期に必要である（生産者としての ICT活用にはスマートフォンではなくパソコンの方が
適しているという前提で述べている）。
　第 2 に、BYODの導入について部局をまたいだ検討の場を設置する必要がある。すでに述
べたとおり、大規模大学におけるBYODの導入は全学的に考えざるをえない広範に影響が及
ぶ問題であり、単なる ICTの問題ではない。どのような影響があるのかを洗い出し、情報を
共有することがまず肝心である。あえていえば中心となるべきは教育推進部であろう。
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